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人口推移及び推計
（昭和42（1967）年～令和52（2070）年）

8％

現在

生産年齢人口

49％

年少人口

43％

20年で
17％減少

後期高齢者

前期高齢者 高齢者人口

（万人） 人口ピーク

15年間で
84％増加 6％

68％

26％

出典「埼玉県町（丁）字別人口調査結果報告」（外国人を含む）(各年1月1日)

「入間市人口推計」（令和２年３月時点トレンド変更版）

50年で
51％減少

9％

52％

39％

12％

59％

29％

2024年1月1日現在
144,732人
高齢者人口 ：44,480人
生産年齢人口：85,100人
年少人口 ：15,152人

20年で
18％減少

50年で
51％減少

現在

14.7

白書
策定時

15.0

23.4％

扶助費２倍
9.9％

投資的経費

84.4% 15.6%

上位4用途 延床面積
全体に占める

割合
上位4用途 延床面積

全体に
占める割合

学校教育施設 159,323㎡ 59.2% 供給処理施設 16,965㎡ 34.2%

行政系施設 34,072㎡ 12.7% 学校教育施設 14,036㎡ 28.3%

市営住宅 18,338㎡ 6.8% 保健・福祉施設 8,803㎡ 17.7%

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 17,387㎡ 6.5% 行政系施設 4,314㎡ 8.7%

築30年以上経過した施設 築30年未満の施設

268,982㎡ 49,676㎡
築50年以上

21.9%

築40年以上

38.3%

築30年以上

24.2%

築20年以上

10.4%

築20年未満

5.1%
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（年度）

学校教育系施設 市民文化系施設 行政系施設 市営住宅

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 保健・福祉施設 子育て支援施設 社会教育系施設

供給処理施設 産業系施設 その他

旧耐震基準（S56年以前） 48.6%156,699 ㎡ 新耐震基準（S57年以降） 51.4%165,951 ㎡

2.21㎡/人

31.9万㎡

築40年以上
12.2万㎡
（38.3%）

築30年以上
7.7万㎡
(24.2%)

築20年以上
3.3万㎡
(10.5%)

築10年以上
1.5万㎡
(4.8%)

築10年未満
0.1万㎡
(0.4%)

旧耐震基準施設（昭和56年以前）

13万9,426㎡(43.7％)

年平均9,086㎡建設

池ノ下団地 博物館 総合クリーンセンター

健康福祉センター

武蔵中学校

金子中学校

新耐震基準施設（昭和57年以降）

17万9,232㎡(56.2％)

ハード整備→ソフト整備へ切り替え

第4次総合計画

児童センター

市庁舎(C棟)

築50年以上
7.0万㎡
（21.9%）

市民体育館

市庁舎(A・B棟)

産業文化センター
・図書館本館
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子育て支援施設 その他 市営住宅
社会教育系施設 産業系施設 保健・福祉施設
行政系施設 供給処理施設 耐震化コスト
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大規模改修
（平成26年～65年度）

大規模改修（築31年以上50年未満）
（平成26年～35年度）

建替え
（平成26年～65年度）

4.4倍

直近の
投資的経費
10.6億円

維持補修費
（平成26年～65年度）

今後40年間の

建替え・大規模改修
費用総額

1,882億円

建替え・大規模改修にかかるコスト

平均 47.0億円/年

既存の
公共施設等にかかる投資的経費
（平成15年度～平成24年度）

平均 10.6億円/年
既存ストック

32.3万㎡

耐震化

現状の投資的経費で
維持できる施設は

(年度)

23％

築40年以上（27％）

40年間 1,882億円

47.0億円/年
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大規模改修
（令和７年～46年度）

建替え
（令和７年～46年度）

5.0倍

維持補修費
（令和７年～46年度）

今後40年間の

建替え・大規模改修
費用総額

2,817億円

建替え・大規模改修にかかるコスト

平均 70.4億円/年

直近の
公共施設等にかかる投資的経費
（平成30年度～令和4年度）

平均 14.2億円/年
既存ストック

31.5万㎡

現状の投資的経費で
維持できる施設は

(年度)

20％大規模改修積み残し
（令和７年～46年度）

５４％

学校

32.3万㎡

2.14㎡/人

37％

築30年以上64％

築40年以上 （56％）

５５％

学校

31.9万㎡

2.20㎡/人

24％

築30年以上83％

40年間 2,823億円

70.6億円/年

11.9

2
0
1
4

✓ 人口は当初推計の予測通り
で推移しているが、少子高
齢化は着実に進行

✓ 生産年齢人口の減少が急速
に進む

✓ 20年後以降急激に減少し、
今後50年で半減する予測

✓ 市街化区域が過半を占める
地区と市街化調整区域が過
半を占める地区があるなど、
地区によって人口変化・土
地利用の状況等が大きく異
なる

✓ 扶助費が増加し、その分、投
資的経費が減少・圧縮され
ている

✓ 投資的経費の割合は県内平
均以下で、人口構造の変化
をみても、今後もますます
財政状況は厳しくなる

✓ 保有量は4000㎡減だが、人

口減少が進行し、１人当たり
面積は増加

✓ 築40年以上の割合が２倍増
加し、老朽化が進行

✓ 学校の割合は変わらず過半
を占めており、児童生徒数
が10年間で2000人以上減

少しているが学校数は変
わっていない

✓ 老朽化が進行しているため、
今後の維持更新費用も約
1.5倍増加しており、今後も
莫大な費用が必要となる

✓ 運営の見直しなど、改善に
取り組んでいる。

✓ 面積過半を占める学校に関
係する施設の取組が進んで
いない

実態・課題

⚫ 公民館の地区センター化
（中央公民館機能移転）

⚫ 幼稚園廃止
保育所１施設民設民営

⚫ 学童はニーズに応じて施設を設置

⚫ 図書館分館、児童センター、博物館、老人福祉センターで
指定管理者制度を導入

総合管理計画の方針の見直し

市の重要計画との連動

（10年間のまちづくり目標）
「みんなでつくる 住みやすさが実感でき
るまち いるま」

総合計画

⇒ 「住みやすさが実感できるまちづくり」の
実現に向けて、これからの社会情勢や市
民ニーズに合わせて公共施設における
サービス内容や機能を見直し、それに伴
う施設の再整備・再配置を進める

総合戦略

（テーマ）
「元気な子どもが育つまち」

⇒ 若い世代に「住みたい、住んでみた
い」まちとして選択してもらう
小・中学校や保育所、学童保育室な
ど、子どもが長い時間を過ごす公共
施設の「質」を充実させる

行革大綱

① 社会情勢の変化
や市民ニーズを
捉えた行政サービ
スの見直し

② 多様な事業主体
によるサービス提
供体制の構築

③ 簡素で効率的な
組織体制の構築

4.4倍 5.0倍

26.7％

扶助費３倍

5.7％

投資的経費
さらに圧縮

<歳出の推移>

<歳出の推移>

９地区を軸に公共施設の再整備を進め
るのが望ましい

豊岡第二

藤沢第二

-8％
2.5 2.6 2.4

豊岡第一

金子

0.7

0.91.1

-25％

•人口は最も多い.
•今後減少、高齢
化の進行が始ま
る。

•農地が地域
の大半
•人口密度は
低く、減少
傾向にある

藤沢第一

2
0
2
0

現在

14.8

2
0
4
0

12.2

7.3

2
0
7
0

今後、50年で半減ほぼ予測とおり

生産年齢人口

地域によって
状況が異なる

20年間で

次ページ参照

課題のまとめ

生産年齢人口減少
による税収の減少
などで、今後さらに
投資的経費の確保
が厳しくなる

公共施設の過半を
占める学校の再編
を確実に進めるこ
とが公共施設マネ
ジメントの推進に
は不可欠

社会情勢や市民
ニーズの変化に柔
軟に対応すること
が必要

用途廃止や機能の見直し、施設
の集約化・複合化等を進め、施設
数と面積の削減を推進する

データに基づく「学校再編計画」
のほか、施設用途ごとの計画を
策定し、確実に進める

地域の拠点となる地区センター
や学校を、複合化・共用化などで
機能向上し“住みやすさが実感
できる街づくり” につなげる

カルテを活かした情報の一元化、
継続的なデータ更新により変化
の激しい時代に柔軟に対応

厳しい財政状況に対応するため、
管理運営の見直しや広域連携、
民間との役割分担等により、さ
らなるコスト縮減を目指す

地域の実情に応じ
た機能の見直しや
施設再編が必要

入間市公共施設マネジメント白書のまとめと総合管理計画への展開
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● 主な用途別実態把握結果
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